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第１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、平成21年11月13日、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDに第三者割当増資を行うと同時に、True Honour

Group Ltd.から、China CEE(Holding)Co.,LTDの全株式を買収することで、中国企業である北京誠信能環科技有限公司

を子会社化しました。しかし、平成24年５月10日になって、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDとTrue Honour Group

Ltd. は実質的に一体であり、本件子会社化は実質的には株式交換であることが判明いたしました。また、本件子会社

化は、企業結合会計における逆取得にあたり、当社は、第15期第２四半期（自平成21年10月１日　至平成21年12月31

日）から第17期第２四半期（自平成23年10月１日　至平成23年12月31日）までの決算を遡って訂正する必要があるこ

とが判明いたしました。

　この結果、当社が平成22年５月11日付で提出いたしました第15期第３四半期報告書（自平成22年１月１日　至平成22

年３月31日）の記載事項を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、

四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の連結財務諸表については、パシフィック監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付し

ています。

第２【訂正事項】
第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　４　財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析

　第５　経理の状況

　　１　連結財務諸表等

レビュー報告書

第３【訂正個所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第３四半期連結
累計期間

第15期
第３四半期連結
累計期間

第14期
第３四半期連結
会計期間

第15期
第３四半期連結
会計期間

第14期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 1,449,1273,198,377390,6011,207,2521,859,721

経常利益又は経常損失(△)

（千円）
△291,682 808,896△80,661 205,873△370,955

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失(△)（千円）
△748,322 732,236 △528,595 188,026△927,894

純資産額（千円） － － 740,7213,049,839564,318

総資産額（千円） － － 1,325,8164,027,7041,176,201

１株当たり純資産額（円） － － 9,271.9612,168.117,065.53

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

(△)（円）

△9,373.594,226.38△6,621.26 757.23△11,622.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 4,193.37 － 752.25 －

自己資本比率（％） － － 55.83 75.02 47.96

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△143,004 383,670 － － △180,652

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△22,698 251,820 － － △26,035

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △88,969　 － － －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 601,2512,253,531538,321

従業員数（人） － － 110 538 103

　（注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２　売上高には、消費税等を含んでおりません。

　　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について、第14期第３四半期連結累計（会計）期間および第14

期は、１株当たり四半期（当期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４　第15期当第３四半期連結累計（会計）期間における経営指標等の大幅な変動の主な要因は、平成21年12月に

China CEE(Holding) Co.,LTD.と実質的に株式交換を行うことで、中国企業である北京誠信能環科技有限公

司（以下「北京誠信」）を完全子会社化したことによるものであります。なお、本件子会社化は企業結合会

計上の逆取得に該当するため、当第３四半期連結累計期間の業績については、北京誠信の平成21年12月31日

までの連結経営成績に当社グループの平成22年1月1日以降の連結経営成績を合算したものとなっておりま

す。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社の社名である“Celartem”の由来でもあるラテン語の格言“

Arte est celare artem”(真の芸術は作り手の技術をことさら感じさせないもの/The true art is to concealart)

にもその精神が込められているとおり、「本物の技術」を追求するという企業精神のもとデジタルコンテンツの共有

に関するソフトウェアおよびサービスの開発販売を提供しております。

　当連結会計年度である平成21年12月、当社グループは、中国企業である北京誠信能環科技有限公司（以下、「北京誠

信」）および科信能環(北京)技術発展有限公司（以下、「科信能環」）等を連結子会社とし、中国市場に参入いたし

ました。

　北京誠信は、省エネ関連事業（ソフトウェア開発、IT技術及びソフトウェアを駆使したコンサルティングサービスの

提供）において、その技術力の高さから多数の官公庁機関などの顧客を有しております。北京誠信は、主に官公庁、教

育機関及びその他の商業施設、工業施設をターゲットに省エネ事業を行っており、一案件当たりの売上が、数百万円か

ら数億円と小・中規模の案件を多く受注し、事業拡大を図っております。

　科信能環は、今後、新規事業として中国国内における火力発電所・製鉄所向けの大型省エネ事業およびスマートグ

リッド事業の展開を行います。中国では火力発電所における省エネの潜在市場規模は約600億円／年と見込まれるた

め、科信能環は、北京誠信が開発、蓄積した省エネ技術を活用し、大規模石炭火力発電所を主要ターゲットとして事業

の拡大を目指します。

　当社グループは、これら中国企業の子会社化により、省エネ環境関連事業の参入を行うとともに、ITソフトウェア関

連事業のさらなる発展を図ります。これにより、当第３四半期連結会計期間において、事業の種類別セグメントを変更

しております。変更の内容については、「第５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」

に記載のとおりであります。

　

　
　親会社である株式会社セラーテムテクノロジーは、ヘッド・クオーター（ＨＱ）部門が連結子会社のコントロール

を通じ、連結グループ全体の経営を行うとともに、日本事業部門がeコマース構築支援技術や動画配信技術の販売を

行っております。

　米国子会社であるセラーテム・インクは、北米市場を中心に、フォント管理製品やデジタル資産管理製品、地理情報

システム等の開発、製造、販売を行っております。さらに今後、新技術である「ウェブフォントサービス」を新たな事

業として展開してまいります。この「ウェブフォントサービス」は、インターネットのウェブサイトのコンテンツの

大部分を占める“文字”を新たに進化させることで、ウェブデザインや制作、さらにウェブサイトの在り方自体にさ

え影響をあたえる革新的なサービスになると考えられます。

　英国子会社であるセラーテム・ヨーロッパは、欧州市場において、当社製品の販売促進活動を行っております。

　このように当社グループは、「本物の技術」を追求するという企業精神のもと、グローバルな事業展開を行っており

ます。特に、北京誠信、科信能環を連結子会社化し中国市場に参入したこと、米国子会社であるセラーテム・インクに

おいて「ウェブフォントサービス」を今後展開することから、当社グループは、中国市場と欧米市場の２大プロ

フィットセンターを確立してまいります。　
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３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 538     

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

　　　　 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 8     

　（注）　従業員数は、就業人員であります。　
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第２【事業の状況】
　 

　当社は、平成21年12月に、China CEE(Holding)Co.,LTD.と実質的に株式交換を行うことで、中国企業である北京誠

信能環科技有限公司（以下「北京誠信」）を完全子会社化いたしました。この子会社化は企業結合会計上の逆取得

に該当するため、当第３四半期連結会計年度の業績については、北京誠信グループの平成21年12月31日までの連結

経営成績に当社グループの平成22年1月1日以降の連結経営成績を合算したものとなっております。従いまして、

「事業の状況」における業績等については、当第３四半期連結会計年度と前第３四半期連結会計年度との比較は記

載を省略しております。

　 

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの業務はITソフトウェア関連事業および省エネ環境関連事業であり、生産に該当する事項はありま

せん。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況は次のとおりです。

区分 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

システムインテグレーション 279,506 － 337,875 －

省エネ環境関連工事 376,693 － 552,393     －

合計 656,200 － 890,268 －

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他の項目については、受注生産を行っていないため記載しておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を項目別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

ソフトウェア販売 400,717 －

ロイヤリティ収入 5,338 －

システムインテグレーション 226,464 －

省エネ環境関連工事 574,732     －

合計 1,207,252 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書および第

２四半期会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策による企業収益の改善や株式市場の上昇など

から、景気は下げ止まりつつあるようにみえます。一方、雇用環境は一段と厳しさを増し、深刻なデフレ傾向が続く

など、先行きの不透明感を払拭出来ない状況が続いております。当社の主要市場の一つである北米においても、消費

は低調であり、依然として厳しい経済状況が続いております。一方、当社が新たに参入した中国においては、旺盛な

消費と高い経済成長がみられております。

　このような経営環境下において、当社グループでは、当期から新経営陣のもと、前期までの経常的な赤字体質から

の脱却を図るとともに全社的な営業黒字体制を確立し、当社グループの成長戦略を積極的に実行してまいりまし

た。その一環として、中国企業である北京誠信の連結子会社化にともない、中国市場、省エネ環境関連事業への新規

参入を行いました。　  

売上高については、米国経済が不況であるにもかかわらず、北米市場においてフォント管理分野ならびに地理情

報システム分野が健闘し、当初の計画を上回る売上高を達成いたしました。また、中国の連結子会社である北京誠信

が連結損益に貢献し、売上高の増加に寄与しております。　  

営業利益については、日米欧の既存事業において、効率性の向上と徹底したコスト管理を継続して行っており、そ

の結果、日米欧の既存事業では、営業利益を計上し、平成14年６月期以来の黒字化を果たしております。さらに、中国

の連結子会社である北京誠信の損益が貢献しており、営業利益を増加させております。

経常利益、四半期純利益段階においても、有価証券売却益を計上したことなどから、黒字化を達成しております。

　以上の結果、当社グループの連結業績は、売上高が1,207百万円、営業利益が190百万円、経常利益が205百万円、およ

び四半期純利益が188百万円となりました。　  

なお、米国子会社であるセラーテム・インクは、継続して新技術の研究開発を続けており、新規事業「ウェブフォ

ントサービス」の開始に着手しております。また、中国子会社である科信能環は、新規事業として中国国内における

火力発電所・製鉄所向けの大型省エネ事業およびスマートグリッド事業の展開に着手しております。これらの新規

事業は、将来の当社の連結業績に大きく貢献すると考えられております。このように当第３四半期連結会計期間に

おいても、当社グループは成長戦略を積極的に実行いたしております。　 

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①ITソフトウェア関連事業

フォント管理、デジタル資産管理、地理情報システムを中心として、ITソフトウェアの開発、製造、販売を行ってお

ります。北京誠信を連結の範囲に含めたことに伴い、当第3四半期連結会計期間から、新たにエネルギー管理システ

ム等の開発、製造、販売が加わっております。当第３四半期連結会計期間において、売上高は632百万円、営業利益は

セグメント間の内部費用負担を含めて94百万円となりました。

②省エネ環境関連事業

当社グループは従来、ITソフトウェア関連事業の単一事業セグメントでありましたが、北京誠信を連結の範囲に

含めたことに伴い、当第３四半期連結会計期間から、新たに省エネ環境関連事業のセグメントが加わっております。

中国国内において省エネ工事や省エネコンサルティングを展開しており、当第３四半期連結会計期間において、売

上高は574百万円、営業利益はセグメント間の内部費用負担を含めて96百万円となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

日本は、欧米の連結子会社のコントロールを通じ、連結グループ全体の経営を行うとともに、日本市場に向けて営

業活動を行っております。当第３四半期連結会計期間において売上高は4百万円となりました。営業損失は67百万円

となりました。

②北米

100％連結子会社である米国セラーテム・インクが、オレゴン州ポートランドを拠点とするExtensis部門とワシ

ントン州シアトルを拠点とするLizardTech部門を有し、全世界に製品を販売しております。当第３四半期連結会計

期間において売上高はセグメント間の内部売上高を含めて416百万円となりました。営業利益はセグメント間の内

部費用負担を含めて55百万円となりました。　
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③欧州

100％連結子会社であるセラーテム・ヨーロッパが英国ノースハンプトンを拠点に欧州市場全体に販売促進活動

を行っております。当第３四半期連結会計期間において売上高はセグメント間の内部売上高を含めて31百万円とな

りました。営業利益はセグメント間の内部費用負担を含めて10百万円となりました。　

④アジア

100％連結子会社である北京誠信が中国北京市を拠点として、中国市場に省エネ環境関連事業、ITソフトウェア関

連事業を展開しております。その結果、当第３四半期連結会計期間において売上高は786百万円、営業利益はセグメ

ント間の内部費用負担を含めて145百万円となっております。

　

(2）資産・負債・純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末において、流動資産は、3,612百万円となりました。これは北京誠信の連結子会社化

により、現金及び預金、受取手形及び売掛金、棚卸資産などの流動資産項目が増加したことなどによります。固定資

産は、415百万円となりました。これは北京誠信の連結子会社化により、建物付属設備、工具器具備品及び運搬具、ソ

フトウェアなどの固定資産項目が増加したことや、長期預金が解約にともない減少したことなどによります。この

結果、総資産は、4,027百万円となりました。

流動負債は、977百万円となりました。これは北京誠信の連結子会社化により、支払手形及び買掛金、前受金、未払

金及び未払費用などの流動負債項目が増加したことなどによります。

また、北京誠信の連結子会社化により純資産は、3,049百万円となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、当第３四半期連結会計期間において、2,253百万円

となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、76百万円となりました。

主な要因は、税金等調整前四半期純利益205百万円、前受金の減少179百万、棚卸資産の減少186百万円等でありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は、262百万円となりました。

主な要因は、定期預金の払戻による収入274百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間および前年同期において、財務活動の結果、獲得・使用した資金はありません。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、101百万円であります。　

当社グループは、米国子会社において、フォント管理、デジタル資産管理、地理情報システムといったITソフト

ウェア分野において、コア技術及びソフトウェアアプリケーションに関連する開発活動を進めています。

また、中国子会社である北京誠信および科信能環において、ITソフトウェアを基礎とした省エネ環境関連事業へ

の研究開発活動にも取り組んでおります。

今後は、米国と中国の子会社間において、より緊密なコミュニケーションなど、同一グループ企業でなければ実現

不可能なコラボレーションの実現により、研究開発活動の活性化を図ります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 280,000

計 280,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
（平成22年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成22年５月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 248,307 248,307

大阪証券取引所ニッポ

ン・ニュー・マーケッ

ト「ヘラクレス」

当社は単元株制度は

採用していません。

計　　 248,307 248,307 ― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年９月29日定時株主総会決議　平成18年１月26日発行（第２回ストック・オプション）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 485

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 485

新株予約権の行使時の払込金額（円） 164,142

新株予約権の行使期間

自　平成18年９月30日

至　平成22年９月29日

（ただし下記(3)の制限による）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　164,142

資本組入額　　　 82,071

新株予約権の行使の条件

(1）権利行使について、新株予約権者のうち、当社及び当

社子会社の取締役、監査役及び従業員は、権利行使の

時まで引き続き当社及び当社子会社の取締役、監査役

又は従業員の地位にあることを要する。新株予約権者

のうち、社外協力者については、権利行使の時におい

ても当社又は当社子会社の社外協力者であることを

要する。

(2）(1)の規定にかかわらず、新株予約権者が権利行使期

間中に死亡したことにより、当社及び当社子会社の取

締役、監査役若しくは従業員又は社外協力者の地位を

喪失したときは、死亡の日から６ヶ月以内（権利行使

期間中に限る）は、その相続人において新株予約権を

行使することができる。

(3）新株予約権者は、割当てられた予約権の総個数の３分

の１以下については平成18年９月30日以降上記権利

行使期間満了まで、３分の２以下については平成19年

９月30日以降上記権利行使期間満了まで、全部につい

ては平成20年９月30日以降上記権利行使期間満了ま

での間に権利行使ができるものとする。

(4）その他については、第10回定時株主総会および新株予

約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の質入その他担保の提供、相続は認めない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－ 
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平成17年９月29日定時株主総会決議　平成18年７月１日発行（第３回ストック・オプション）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  50

新株予約権の行使時の払込金額（円） 62,148

新株予約権の行使期間

自　平成18年９月30日

至　平成22年９月29日

（ただし下記(3)の制限による）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　62,148

資本組入額　　　 31,074

新株予約権の行使の条件

(1）権利行使について、新株予約権者のうち、当社及び当

社子会社の取締役、監査役及び従業員は、権利行使の

時まで引き続き当社及び当社子会社の取締役、監査役

又は従業員の地位にあることを要する。新株予約権者

のうち、社外協力者については、権利行使の時におい

ても当社又は当社子会社の社外協力者であることを

要する。

(2）(1)の規定にかかわらず、新株予約権者が権利行使期

間中に死亡したことにより、当社及び当社子会社の取

締役、監査役若しくは従業員又は社外協力者の地位を

喪失したときは、死亡の日から６ヶ月以内（権利行使

期間中に限る）は、その相続人において新株予約権を

行使することができる。

(3）新株予約権者は、割当てられた予約権の総個数の３分

の１以下については平成18年９月30日以降上記権利

行使期間満了まで、３分の２以下については平成19年

９月30日以降上記権利行使期間満了まで、全部につい

ては平成20年９月30日以降上記権利行使期間満了ま

での間に権利行使ができるものとする。

(4）その他については、第10回定時株主総会および新株予

約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の質入その他担保の提供、相続は認めない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－ 
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　　           会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成21年９月17日取締役会決議（第４回ストック・オプション）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 7,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,658

新株予約権の行使期間

①パフォーマンス算定期間が平成21年７月１日から平成

　22年６月30日までの新株予約権（2,000個）について

　　　自　平成22年８月15日　至　平成27年８月14日

②パフォーマンス算定期間が平成22年７月１日から平成

　23年６月30日までの新株予約権（5,000個）について

　　　自　平成23年８月15日　至　平成27年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　8,658

資本組入額　　　 4,329

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社の連結子会社の従業員の地位にあ

ることを要する。

(2) 新株予約権が権利確定し行使可能となるためには、取

締役会の定める特定のパフォーマンス算定期間につ

いてのパフォーマンス基準を充足しなければならず、

必要とされる基準を充足しない場合、かかる期間につ

いての新株予約権は自動的に無効となるものとする。

(3) その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契

約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認めらない。質入その他担保の提供も認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。
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平成21年12月22日取締役会決議（中国子会社従業員向けストック・オプション）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 9,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円） 40,700

新株予約権の行使期間

①パフォーマンス算定期間が平成22年１月１日から平成

22年12月31日までの新株予約権（3,000個）について

　　　自　平成23年２月15日　至　平成26年２月14日

②パフォーマンス算定期間が平成23年１月１日から平成

23年12月31日までの新株予約権（6,000個）について

　　　自　平成24年２月15日　至　平成27年２月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　40,700

資本組入額　　　 20,350

新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社の連結子会社の従業員の地位にあ

ることを要する。

(2) 新株予約権が権利確定し行使可能となるためには、取

締役会の定める特定のパフォーマンス算定期間につ

いてのパフォーマンス基準を充足しなければならず、

必要とされる基準を充足しない場合、かかる期間につ

いての新株予約権は自動的に無効となるものとする。

(3) その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契

約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認めらない。質入その他担保の提供も認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により、新株予約権の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使して

いない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを

切り捨てるものとする。 

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２． 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、新株予約権行使時の払込金額は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整による１円未満の端数を切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割（又は併合）の比率

　　また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分をする場合（新株予約権の行使の場合は

除く。）は、次の算式により行使価格を調整し、調整により生ずる１円未満の端数を切り上げる。

  

既発行株式数＋

新規発行（又は処分）

株式数
×
１株あたりの

払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前（又は処分前）の株価

既発行株式数＋新規発行（又は処分）株式数

　　上記のほか行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは合理的な範囲で行使価額を調整する。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 248,307 － 4,755,989 － 4,314,188

 

（５）【大株主の状況】

　　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

　　　　ん。 

 

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることが出来ないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　248,307 248,307
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 248,307 ― ―

総株主の議決権 ― 248,307 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構名義の株式９株(議決権の数９個)が含まれております。 

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― － － － －

計 ― － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 9,00012,2008,92011,74034,80057,40055,90055,30070,600

最低（円） 7,000 8,130 8,070 8,350 9,55026,20042,95044,00042,850

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までに、以下の通り新たに役員が選任されました。 　 

役名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数

就任年月日

取締役 ユ　ウエンゲ
昭和42年

１月14日生

昭和60年７月北京供電技校に入社　

財務部マネージャー

平成４年10月　

平成６年10月　

　

平成13年12月

　

平成18年１月

平成21年８月　

北京供電局　財務部マネージャー

北京京供誠信電力工程有限公司　

エンジニアリング部門長

北京京供誠信電力工程有限公司　

総経理

北京電力実業開発総公司　副総経理

北京誠信能環科技有限公司　

取締役董事長に就任(現任)

平成21年11月当社取締役就任（現任）

 （注） －
平成21年

11月30日

取締役 ワン　フォイ
昭和44年

５月25日生

平成元年７月 北京供電局　

エンジニアリングマネージャー　

平成６年７月

　

平成12年10月　

　

　

平成13年12月

　

平成16年12月　

　

北京ベスト銅業有限公司　

部門総経理

北京京供誠信電力工程有限公司　

プロダクトマネージャー

北京京供誠信電力工程有限公司　

副総経理

北京誠信能環科技有限公司　

取締役総経理に就任(現任)

平成21年11月当社取締役就任（現任）

 （注） －
平成21年

11月30日

取締役 ツァイ　ジンウェイ
昭和42年

４月12日生

昭和63年９月中国華北電力集団公司華北電力設計

院　エンジニア

平成５年９月

　

平成９年５月

平成12年10月

　

平成20年６月　

中国華北電力集団公司　発電所建設部

　プロダクトマネージャー

中国電力工業部基建司　主任

中国神華集団国華電力北京国華置業

有限公司　副総経理

北京誠信能環科技有限公司

取締役に就任(現任)　

平成21年11月当社取締役就任（現任）

 （注） －
平成21年

11月30日

社外取締役 高橋　満
昭和14年

11月18日生

昭和43年４月農林省農業総合研究所研究員

昭和54年５月

平成元年４月

平成８年４月

平成12年４月

平成12年５月　

東京大学教養学部助教授

東京大学教養学部教授

東京大学大学院総合文化研究科教授

帝京大学経済学部教授

東京大学名誉教授(現任)　

平成21年11月当社社外取締役就任（現任）

 （注） －
平成21年

11月30日

 （注）平成21年11月30日開催の臨時株主総会の終結の時から平成22年６月期に係る定時株主総会の終結の時までで

　　　 あります。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成

20年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22

年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　当社は、平成21年12月に、China CEE(Holding)Co.,LTDと実質的に株式交換を行うことで、中国企業である北京誠信能

環科技有限公司（以下「北京誠信」）を完全子会社化いたしました。本件子会社化は企業結合会計上の逆取得に該当

するため、当第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）の業績については、北京誠信

の平成21年12月31日までの連結経営成績に当社グループの平成22年1月1日以降の連結経営成績を合算したものと

なっております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、パシフィック

監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、パシフィック監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,962,104 396,104

受取手形及び売掛金 403,876 168,444

有価証券 291,427 142,216

たな卸資産 ※2
 664,033

※2
 2,540

前渡金 141,548 －

前払費用 26,496 36,460

短期貸付金 93,040 96,020

その他 134,037 14,454

貸倒引当金 △104,125 △108,206

流動資産合計 3,612,439 748,036

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 88,449 3,283

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 115,949 46,104

有形固定資産合計 ※1
 204,398

※1
 49,388

無形固定資産

特許権 8,748 10,185

ソフトウエア 94,291 28,840

その他 506 506

無形固定資産合計 103,546 39,532

投資その他の資産

長期前払費用 2,402 3,183

長期預金 － 300,000

差入保証金 94,598 26,120

供託金 10,318 －

その他 0 9,939

投資その他の資産合計 107,319 339,244

固定資産合計 415,264 428,165

資産合計 4,027,704 1,176,201
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 122,009 29,215

未払金及び未払費用 129,052 133,250

未払法人税等 23,152 7,426

前受金 234,828 －

前受収益 428,982 370,242

返品調整引当金 871 781

事業再編引当金 － 12,371

その他 38,965 58,593

流動負債合計 977,864 611,882

負債合計 977,864 611,882

純資産の部

株主資本

資本金 4,755,989 3,856,151

資本剰余金 4,314,188 3,414,351

利益剰余金 △6,058,998 △6,433,018

株主資本合計 3,011,179 837,484

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 10,248 △273,422

評価・換算差額等合計 10,248 △273,422

新株予約権 20,937 256

少数株主持分 7,474 －

純資産合計 3,049,839 564,318

負債純資産合計 4,027,704 1,176,201
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,449,127 3,198,377

売上原価 99,149 1,456,822

売上総利益 1,349,977 1,741,554

販売費及び一般管理費 ※1
 1,631,183

※1
 969,687

営業利益又は営業損失（△） △281,205 771,866

営業外収益

受取利息 8,888 10,166

有価証券売却益 － 10,104

受取研究奨励金 － 12,483

為替差益 － 2,801

その他 339 1,474

営業外収益合計 9,228 37,029

営業外費用

為替差損 19,704 －

営業外費用合計 19,704 －

経常利益又は経常損失（△） △291,682 808,896

特別利益

債務免除益 － 10,719

新株予約権戻入益 256 －

特別利益合計 256 10,719

特別損失

関係会社株式売却損 － 28,098

貸倒引当金繰入額 108,535 －

固定資産除却損 573 －

のれん減損損失 114,026 －

事業再編損 26,101 －

投資有価証券売却損 556 －

投資有価証券評価損 198,513 －

支店閉鎖損 7,555 －

特別損失合計 455,862 28,098

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△747,288 791,517

法人税、住民税及び事業税 1,033 57,965

法人税等合計 1,033 57,965

少数株主利益 － 1,315

四半期純利益又は四半期純損失（△） △748,322 732,236
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 390,601 1,207,252

売上原価 16,906 476,917

売上総利益 373,694 730,335

販売費及び一般管理費 ※1
471,355

※1
540,122

営業利益又は営業損失（△） △97,661 190,212

営業外収益

受取利息 2,930 1,213

有価証券売却益 － 10,104

為替差益 14,069 2,868

その他 － 1,474

営業外収益合計 16,999 15,660

経常利益又は経常損失（△） △80,661 205,873

特別利益

新株予約権戻入益 256 －

特別利益合計 256 －

特別損失

貸倒引当金繰入額 108,535 －

固定資産除却損 326 －

のれん減損損失 114,026 －

事業再編損 26,101 －

投資有価証券評価損 198,513 －

特別損失合計 447,503 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△527,908 205,873

法人税、住民税及び事業税 687 17,531

法人税等合計 687 17,531

少数株主利益 － 316

四半期純利益又は四半期純損失（△） △528,595 188,026
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△747,288 791,517

減価償却費 52,955 39,224

支店閉鎖損失 7,555 －

のれん償却額 24,728 －

固定資産除却損 573 －

債務免除益 － △10,719

関係会社株式売却損 － 28,098

有価証券売却損益（△は益） － △10,104

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 199,069 －

為替差損益（△は益） 1,206 △95

貸倒引当金の増減額（△は減少） 108,915 △398

のれん減損損失 114,026 －

受取利息及び受取配当金 △8,888 △10,166

売上債権の増減額（△は増加） 101,844 45,976

たな卸資産の増減額（△は増加） － △103,915

仕入債務の増減額（△は減少） △841 60,774

未払金の増減額（△は減少） － △39,892

前受金の増減額（△は減少） － △179,846

その他 △399 △192,710

小計 △146,541 417,740

利息及び配当金の受取額 8,888 10,166

法人税等の支払額 △5,351 △44,236

営業活動によるキャッシュ・フロー △143,004 383,670

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 267,600

有価証券の取得による支出 － △210,678

有価証券の売却による収入 533 220,782

有形固定資産の取得による支出 △24,868 △55,371

無形固定資産の取得による支出 △1,965 △79,594

長期前払費用の取得による支出 △667 －

関係会社株式売却による収入額 － 105,702

差入保証金の回収による収入 4,268 3,379

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,698 251,820

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 － △180,680

株式の発行による収入 － 91,711

財務活動によるキャッシュ・フロー － △88,969

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,633 △1,855

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △169,336 544,664

現金及び現金同等物の期首残高 770,588 543,780

株式交換に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,165,086

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 601,251

※1
 2,253,531
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、北京誠信能環科技有限公司等５社を新たに

子会社化したため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数　７社

　　主要な連結子会社の名称

　　　Celartem,Inc.

　　　Celartem Europe Ltd.

　　　北京誠信能環科技有限公司

　　　科信能環（北京）技術発展有限公司

２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 　該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

（中国企業である北京誠信能環科技有限公司の子会社化について）

　当社は、平成21年11月13日、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDに第三者割当増資を行うと同時に、True Honour Group

Ltd.から、China CEE(Holding)Co.,LTD.の全株式を買収することで、中国企業である北京誠信能環科技有限公司を子会

社化いたしました。しかし、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDとTrue Honour Group Ltd. は実質的に一体であり、本件

の子会社化は実質的に株式交換であることが、平成24年5月10日になって明らかになっており、本件の子会社化におい

て、当社の過去の手続きに誤りがあったことが判明しました。また、本件の子会社化は、企業結合会計における逆取得で

あることが判明したため、当社は、第15期第２四半期（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）から第17期第２四半

期（自平成23年10月１日　至平成23年12月31日）の決算を遡って訂正しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、322,018千円であ

ります。

※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 12,360千円

仕掛品 576,998千円

原材料 74,677千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、330,013千円であ

ります。

※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 2,540千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 559,433千円

研究開発費 324,805千円

独占的OEM権取得費 68,092千円

給与手当 278,252千円

研究開発費 101,190千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 160,269千円

研究開発費 102,016千円

給与手当 162,474千円

研究開発費 101,190千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 359,703千円

容易に換金可能であり僅少なリスク

しか負わない短期投資（有価証券）
241,947千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △398千円

現金及び現金同等物 601,251千円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,962,104千円

容易に換金可能であり僅少なリスク

しか負わない短期投資（有価証券）
291,427千円

現金及び現金同等物 2,253,531千円

　

　２　企業結合（逆取得）に関する事項

　　　北京誠信を傘下に有するChina CEEとの株式交換が企業

結合会計上の逆取得に該当し、北京誠信が取得企業と

なるため当第３四半期連結累計期間の現金及び現金同

等物の期首残高は北京誠信（取得企業）の連結期首残

高となっております。そのため、前連結会計年度の現金

及び現金同等物の期末残高と当第３四半期連結累計期

間の現金及び現金同等物の期首残高は連続しておりま

せん。
 
　３　重要な非資金取引の内容

　　　北京誠信を傘下に有するChina CEEを取得企業とした株

式交換の結果、当社グループを被取得企業として受け

入れた資産および負債の額は次のとおりであります。

流動資産 1,365,163千円

固定資産 82,600千円

流動負債 589,969千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成

22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式  　　248,307株 

２．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　 親会社　20,937千円 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、平成21年12月31日をみなし取得日として、China CEE(Holding)Co.,LTDと実質的に株式交換を行うことで、

北京誠信を完全子会社化いたしました。この子会社化は企業結合会計上の逆取得に該当するため、当第３四半期連

結累計期間の株主資本の期首残高は北京誠信の期首残高となっております。そのため、 前連結会計年度の株主資

本の連結会計年度末残高と当第３四半期連結累計期間の株主資本の期首残高との間には連続性がなくなっており

ます。

　　当第３四半期連結累計期間における株主資本の各項目の主な変動事由およびその金額は、次のとおりであります。

（単位：千円）

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成21年6月30日残高 943,600 66,451 441,015 1,451,066

当連結累計期間中の変動額 － － － －

　新株発行 9 92,043 － 92,052

　株式交換による増減 3,812,380 4,155,694△7,119,770 848,303

　剰余金の配当 － － △112,480 △112,480

　四半期純利益 － － 732,236 732,236

当連結累計期間中の変動額合計 3,812,389 4,247,737△6,500,014 1,560,112

平成22年３月31日残高 4,755,989 4,314,188△6,058,998 3,011,179
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日至平成21年３月31日）および

前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日至平成21年３月31日）

　当社グループはソフトウェア関連事業ならびにこれらに付帯する業務の単一事業であります。したがって、開示対象

となるセグメントがありませんので、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
ITソフトウェア
関連事業
（千円）

省エネ環境
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 632,520　　 574,732　 1,207,252　 － 1,207,252　

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－　　 －　 －　 － －

 計 632,520　 574,732　 1,207,252　　 － 1,207,252　

　営業費用 537,842 478,0071,015,849 1,189 1,017,039

 営業利益 94,677　 96,725　　 191,402　　 △1,189　 190,212　

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 
ITソフトウェア
関連事業
（千円）

省エネ環境
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 632,5202,565,8563,198,377 － 3,198,377

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

 計 632,5202,565,8563,198,377 － 3,198,377

　営業費用 537,8421,887,4772,425,320 1,189 2,426,510

 営業利益 94,677 678,379 773,056 △1,189 771,866

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要事業

ITソフトウェア関連事業 システムインテグレーション、ソフトウェア製造販売等

省エネ環境関連事業 省エネ環境関連工事、コンサルティング等

３．当社グループは従来、ITソフトウエア関連事業の単一事業セグメントでありましたが、北京誠信等中国子会社を連

結の範囲に含めたことに伴い、当第３四半期連結会計期間から、新たに省エネ環境関連事業のセグメントが加わっ

ております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
19,197369,400 － 2,003390,601 － 390,601

(2）セグメント間の内部

売上高
－ 2,481 17,025 － 19,507△19,507 －

計 19,197371,88217,025 2,003410,108△19,507390,601

営業費用 71,166507,13920,721 1,899600,926△112,664488,262

営業利益又は

営業損失（△）
△51,969△135,257△3,696 104△190,81893,156△97,661

当第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
4,634416,033 － 786,5841,207,252 － 1,207,252

(2）セグメント間の内部

売上高
－ － 31,219 － 31,219△31,219 －

計 4,634416,03331,219786,5841,238,471△31,2191,207,252

営業費用 71,834360,18820,867641,3951,094,285△77,2451,017,039

営業利益又は

営業損失（△）
△67,20055,84510,352145,189144,18646,026190,212
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
66,5161,373,005 － 9,6051,449,127 － 1,449,127

(2）セグメント間の内部

売上高
－ 8,641 89,922 － 98,563△98,563 －

計 66,5161,381,64689,922 9,6051,547,690△98,5631,449,127

営業費用 323,9681,441,85680,72037,2561,883,801△153,4681,730,332

営業利益又は

営業損失（△）
△257,451△60,209 9,202△27,651△336,11154,905△281,205

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
4,634416,033 － 2,777,7093,198,377 － 3,198,377

(2）セグメント間の内部

売上高
－ － 31,219 － 31,219△31,219 －

計 4,634416,03331,2192,777,7093,229,596△31,2193,198,377

営業費用 71,834360,18820,8672,050,8662,503,755△77,2452,426,510

営業利益又は

営業損失（△）
△67,20055,84510,352726,842725,84046,026771,866

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………米国

欧州………イギリス

アジア……中国、韓国

なお、韓国の拠点は平成20年12月末をもって閉鎖されたため、当第３四半期連結会計（累計）期間の業績に韓国は

含まれておりません。一方、当第３四半期連結会計（累計）期間から新たに中国の業績が含まれております。これ

は、北京誠信等中国子会社を企業結合会計上の逆取得したことによります。

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

29/35



【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 271,796 89,724 13,573 375,095

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 390,601

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
69.6 23.0 3.4 96.0

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 北米 欧州 アジア　 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 277,778 124,699 788,551 9,685 1,200,714

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,207,252

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
23.0 10.3 65.3 0.8 99.5

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）

 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 970,575 364,713 57,5111,392,800

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,449,127

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
67.0 25.2 4.0 96.1

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 277,778 124,6992,779,675 9,685 3,191,838

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,198,377

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
8.7 3.9 86.9 0.3 99.8

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………米国、カナダ

欧州………フランス、イギリス他

アジア……中国他　

その他……オーストラリア他

なお、当第３四半期連結会計(累計)期間から新たに北京誠信等中国子会社を企業連結会計上の逆取得したことに

伴い、従来「その他」に含めて表示していた「アジア」地域の連結売上高に占める割合が高くなったため、「アジ

ア」を「その他」から区分して表示することとしました。

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　11,446千円

　

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 
平成21年12月22日取締役会決議

（中国子会社従業員向けストック・オプション）

 付与対象者の区分及び人数  子会社従業員　160名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　　9,000株

 付与日  平成22年２月12日

 権利確定条件

新株予約権が権利確定し行使可能となるためには、取締役会

の定める特定のパフォーマンス算定期間についてのパフォー

マンス基準を充足しなければならない。

 対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間

①パフォーマンス算定期間が平成22年１月１日から平成22年

12月31日までの新株予約権（3,000個）について

　　　自　平成23年２月15日　至　平成26年２月14日

②パフォーマンス算定期間が平成23年１月１日から平成23年

12月31日までの新株予約権（6,000個）について

　　　自　平成24年２月15日　至　平成27年２月14日

 権利行使価格 40,700円

 付与日における公正な評価単価

①パフォーマンス算定期間が平成22年１月１日から平成22年

12月31日までの新株予約権（3,000個）について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,175円　　

②パフォーマンス算定期間が平成23年１月１日から平成23年

12月31日までの新株予約権（6,000個）について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,973円　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 12,168.11円 １株当たり純資産額 7,065.53円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 9,373.59　円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりま

せん。

１株当たり四半期純利益金額 4,226.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4,193.37円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △748,322 732,236

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）(千円）
△748,322 732,236

期中平均株式数（株） 79,833 173,254

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 1,364

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 6,621.26円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりま

せん。

１株当たり四半期純利益金額 757.23
円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 752.25
円

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △528,595 188,026

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）(千円）
△528,595 188,026

期中平均株式数（株） 79,833 248,307

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 1,645
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。 

 

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。当

第３四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比して著しい変動が認められないため、記載し

ておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

34/35



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年６月15日

株式会社セラーテムテクノロジー

取締役会　御中

パシフィック監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笠井　浩一　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平山　誠　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セラーテム

テクノロジーの平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年１月１

日から平成22年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　

記

　

　会社は、中国企業の子会社化に関連して、平成24年３月６日付で代表取締役社長ほか２名が金融商品取引法違反（偽計）

の容疑で東京地検特捜部に逮捕され、さらに、同月26日付で代表取締役社長および元取締役については証券取引等監視委員

会から刑事告発され、同日付で東京地方検察庁より起訴されており、現在も拘留中である。

　会社は、代表取締役社長が実質的に業務執行できない状況が継続しており、会社の今後の事業活動に重要な影響を与える

ものであるが、会社には時間的な制約もあり事実関係の社内調査は現時点で未了である。さらに、四半期連結財務諸表の作

成責任を明確にするための経営者確認書の内容について、当監査法人は経営者に直接確認することができなかった。

　その結果、当監査法人は四半期連結財務諸表に対する結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。

　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項が四半期連結財務諸表に与える

影響の重要性に鑑み、株式会社セラーテムテクノロジー及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかったかどうかについ

ての結論を表明しない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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